





















20年 7月に世に送り出した第 1回卒業生はわずか 7名でありましたが，この小さな一滴
が「計理専修」の伝統の大きな流れの始まりとなったのです（『専修大学百年史』下巻）。
「計理専修」の伝統を築くうえで忘れてならないのは，専修大学でも講師をつとめ計理
科設置においても大きな貢献をなした商科大学教授鹿野清次郎の功績です。英米で Ac-
countingを研究してきた鹿野は，その邦訳をめぐる論争で「計理学」を強く主張していま
したが，主宰する「計理学研究会」の拠点を専修大学に置いて活発な研究活動を行うとと
もに会計教育にも大きな情熱を注ぎ，また計理士の養成につとめました。研究会に参加し
たメンバーは，鹿野のほか古館市太郎，太田哲三，木村国治，大塚 光，田島四郎，黒澤
1会計学科創設 40周年にあたって
清など錚々たる気鋭の学者たちでありました。学問的執念に支えられた同好の士が集まり
議論する場を専修大学に置いたことは，その後 90年におよぶ専修大学の会計教育・研究
の原点となったのです（『会計学研究』第 23号）。
会計学科創設以来 40年間を振り返ってみますと，常に社会のニーズに合わせてカリ
キュラムや教育システムの改善を図ってきました。とくにここ 10年の改革はめざましい
ものがありました。会計教育においては，学生が理論を踏まえた技術や知識をいかに効率
よく身につけて実践していくかが重要でありますが，2000（平成 12）年には教育効果の
向上を目指して専門科目セメスター制を導入しました。半期ごとに週 2展開で 4単位科目
を学修できるこのシステムは，とくに会計学科の学生に適ったものといえましょう。
2005（平成 17）年にはカリキュラムの改訂を行いました。そこでは演習形式の授業を
多数配置し実践力を強化して会計のスペシャリストとしてビジネス社会で活躍できる人材
育成をめざしました。また学生の将来設計に合わせて選べる 4つの学習モデル（「会計プ
ロフェッショナル」履修モデル，「財務会計」履修モデル，「管理会計」履修モデル，「財
務情報分析」履修モデル）設定も学生に将来の自分の具体的な姿を描きつつ系統的な学習
を促すことを意図したものです。
近年，グローバル化の進展にともなって企業活動は国境を越えて急速に拡大していま
す。そうしたなかで日本企業の国際財務報告基準への対応は喫緊の課題となってきまし
た。金融庁の企業会計審議会は 2011（平成 23）年導入に向けて具体的な検討に入るとの
ことですが，グローバル市場で海外勢と競争する企業は国際基準への対応で抜本的変革を
迫られることになります。それにともなって，会計教育・研究の現場への影響は計り知れ
ないものがあります。こうした会計教育・研究を取りまく新たな情勢を受けとめつつ，こ
れからの 10年先を見越した会計教育を実現するために，2008年 6月に商学部カリキュラ
ム検討委員会を立ち上げ，2010年度実施に向けて会計学科のカリキュラム改正の検討を
始めました。また，学部教育の充実は，大学院教育と連動することによっていっそう大き
な効果が期待されます。大学院商学研究科でも 2010年度に会計学専攻を立ち上げるべく
プロジェクト・チームを結成して熱心に検討を進めています。
21世紀が始まって 10年を迎えようとしていますが，日本を取りまく世界の情勢はいま
なお「カオス」の状態から抜け切れているとはいえません。先行きの見えない時代にある
からこそ会計学科で教育を受けた学生が，単なる専門知識や技術を身につけただけの人間
にとどまるのではなく，同時に豊かな教養に裏付けされた広い視野と高い見識をもつ「器
の大きな人間」として成長し，自らに相応しい職業に就いて社会のなかで大きく羽ばたい
て欲しいと願っております。40周年という区切りの年を迎えて，私たち教職員一同これ
までの蓄積を結集して新たな地平を切り開いて行く所存ですので，どうかこれからの会計
学科の歩みに皆様のご理解とご支援を賜りますよう心から願う次第であります。
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